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公布された規則のあらまし

◇鳥取県宿舎管理規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

政府契約の支払遅延防止等に関する法律の規定に基づく政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率が改正さ

れたことにかんがみ、貸付料に係る違約金の率を見直す。

２ 規則の概要

(１) 貸付料に係る違約金は、延滞金額につき年3.3パーセント（現行 年3.6パーセント）の割合で計算した

額とする。

(２) 施行期日等

ア 施行期日は、平成22年４月１日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

◇鳥取県環境影響評価条例施行規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

自然公園法及び自然環境保全法の一部を改正する法律の施行に伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 環境影響評価の対象事業の実施に係る許認可等を行う者が知事以外の者である場合に評価書を送付すべ

き相手方を定めた規定中、引用している自然公園法の根拠条項を改める。

(２) 施行期日は、自然公園法及び自然環境保全法の一部を改正する法律の施行の日とする。

◇鳥取県食品衛生法施行細則の一部改正について

１ 規則の改正理由

鳥取県食品衛生法施行条例の一部が改正され、営業者が公衆衛生上講ずべき措置の基準に消費者への食品等

の回収等に関する情報提供を行うことが定められたこと等に伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 営業者が実施することが望ましい衛生的措置の基準を定めた規定中、食品衛生上不良な食品の回収等に

関する情報を公表すること及び消費者への販売食品等についての安全性に関する情報提供を行うことを削除

する。

(２) 食品衛生責任者の責務、食品衛生責任者の設置等の届出及び食品取扱施設における食品取扱者等に対す

る教育訓練について定めた規定中、営業者の定義に引用している根拠条項等を改める。

(３) その他所要の規定の整備を行う。

(４) 施行期日等

ア 施行期日は、公布日とする(２)及び(３)の一部を除き、平成22年４月１日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。
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規 則

鳥取県宿舎管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成22年３月30日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第16号

鳥取県宿舎管理規則の一部を改正する規則

鳥取県宿舎管理規則（昭和57年鳥取県規則第24号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（貸付料） （貸付料）

第11条 略 第11条 略

２～６ 略 ２～６ 略

７ 入居者等は、第４項に規定する納付期限までに貸 ７ 入居者等は、第４項に規定する納付期限までに貸

付料を納付しなかったときは、納付期限の翌日から 付料を納付しなかったときは、納付期限の翌日から

納付の日までの期間の日数に応じ、延滞金額につき 納付の日までの期間の日数に応じ、延滞金額につき

年3.3パーセントの割合で計算した額の違約金を納 年3.6パーセントの割合で計算した額の違約金を納

付しなければならない。ただし、当該納付期限まで 付しなければならない。ただし、当該納付期限まで

に支払わないことについて知事が災害その他のやむ に支払わないことについて知事が災害その他のやむ

を得ない理由があると認めるとき、又は違約金の額 を得ない理由があると認めるとき、又は違約金の額

が100円未満であるときは、この限りでない。 が100円未満であるときは、この限りでない。

様式第２号（第６条関係） 様式第２号（第６条関係）

略 略

納付期限までに貸付料を納付しなか 納付期限までに貸付料を納付しなか

注意事項 ったときは、延滞金額につき年3.3パ 注意事項 ったときは、延滞金額につき年3.6パ

ーセントの割合で計算した額の違約金 ーセントの割合で計算した額の違約金

が発生します。 が発生します。

注) 略 注) 略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成22年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の鳥取県宿舎管理規則（以下「新規則」という。）第11条の規定は、この規則の施行の日以後に新規

則第６条第３項の規定により宿舎入居決定書の交付を受けた者に係る違約金について適用し、同日前に改正前

の鳥取県宿舎管理規則第６条第３項の規定により宿舎入居決定書の交付を受けた者に係る違約金については、

なお従前の例による。
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鳥取県環境影響評価条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成22年３月30日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第17号

鳥取県環境影響評価条例施行規則の一部を改正する規則

鳥取県環境影響評価条例施行規則（平成11年鳥取県規則第37号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

別表第５（第42条関係） 別表第５（第42条関係）

略 略

８ 条例別表第10 ア及びイ 略 ８ 条例別表第10 ア及びイ 略

号から第13号ま ウ 自然公園法（昭和32年法 号から第13号ま ウ 自然公園法（昭和32年法

で及び第15号に 律第161号）第20条第３項若 で及び第15号に 律第161号）第13条第３項若

掲げる事業 しくは第21条第３項の規定 掲げる事業 しくは第14条第３項の規定

による許可又は同法第33条 による許可又は同法第26条

第２項の規定による命令 第２項の規定による命令

略 略

附 則

この規則は、自然公園法及び自然環境保全法の一部を改正する法律（平成21年法律第47号）の施行の日から施

行する。
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鳥取県食品衛生法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成22年３月30日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第18号

鳥取県食品衛生法施行細則の一部を改正する規則

鳥取県食品衛生法施行細則（昭和49年鳥取県規則第52号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目を削る。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（別表の細目の表示を除く。以下「改正部分」という。）に対応す

る次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部

分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正

後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（営業者が実施することが望ましい衛生的措置の基 （営業者が実施することが望ましい衛生的措置の基

準） 準）

第10条 条例第３条第２項の営業者が実施することが 第10条 条例第３条第２項の実施することが望ましい

望ましい衛生的措置は、別表第２のとおりとする。 衛生的措置は、別表第２のとおりとする。

（食品衛生責任者の責務） （食品衛生責任者の責務）

第11条 条例別表第１の１の項(７)に規定する食品衛 第11条 条例別表第１の１の項(７)に規定する食品衛

生責任者（以下「食品衛生責任者」という。）は、 生責任者（以下「食品衛生責任者」という。）は、

営業者（法第48条第１項に規定する食品衛生管理者 営業者（条例別表第１の１の項(７)に規定する営業

を置かなければならない営業者を除く。）の指示に 者をいう。）の指示に従い、衛生管理に当たるもの

従い、衛生管理に当たるものとする。 とする。

（営業許可を受けた者が置く食品衛生責任者の資格） （許可責任者の資格）

第11条の２ 食品衛生責任者のうち、法第52条第１項 第11条の２ 食品衛生責任者のうち、法第52条第１項

の許可を受けた者が置く食品衛生責任者は、次の各 の許可を受けた者が置く食品衛生責任者（以下この

号のいずれかに該当する者とする。 条及び次条において「許可責任者」という。）は、

次の各号のいずれかに該当する者とする。

(１)～(10) 略 (１)～(10) 略

２ 前項の食品衛生責任者は、知事又はその他の者が ２ 許可責任者は、知事又はその他の者が行う食品衛

行う食品衛生等に係る知識の修得に関する講習会 生等に係る知識の修得に関する講習会（知事以外の

（知事以外の者が行う講習会にあっては、知事が指 者が行う講習会にあっては、知事が指定したものに

定したものに限る。）を定期的に受講するものとす 限る。）を定期的に受講するものとする。

る。

（営業許可を受けた者が設置した食品衛生責任者の届 （許可責任者の設置等の届出）

出）
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第11条の３ 法第52条第１項の許可を受けた者は、食 第11条の３ 営業者（条例別表第１の１の項(７)に規

品衛生責任者を置いたとき（当該許可を受ける前に 定する営業者のうち、法第52条第１項の許可を受け

食品衛生責任者を置いていた場合にあっては、当該 た者をいう。）は、許可責任者を置こうとするとき

許可を受けたとき）は、15日以内に、様式第６号の は、様式第６号の２により総合事務所長に届け出る

２により、当該許可に係る施設の所在地の総合事務 ものとする。許可責任者を変更しようとするとき

所長に届け出るものとする。食品衛生責任者を変更 も、同様とする。

したときも、同様とする。

別表第２（第10条関係） 別表第２（第10条関係）

１及び２ 略 １及び２ 略

３ 食品取扱施設における衛生管理 ３ 食品取扱施設における衛生管理

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

(５) 食品等の取扱い (５) 食品等の取扱い

ア 略 ア 略

イ 食品等（条例別表第１の１の項(５)のエの イ 食品等の製造又は加工に当たっては、次の

(イ)に規定する食品等をいう。以下同じ。） 事項を実施すること。

の製造又は加工に当たっては、次の事項を実

施すること。

(ア)～(ウ) 略 (ア)～(ウ) 略

(６)及び(７) 略 (６)及び(７) 略

(８) 食品等の取扱いに関する記録の作成及び保 (８) 食品の取扱いに関する記録の作成及び保存

存

取り扱う食品等について、次の事項について 取り扱う食品について、次の事項について記

記録を作成し、食品については消費期限又は賞 録を作成し、取り扱う食品の消費期限又は賞味

味期限に１月を加えた期間保存すること。 期限に１月を加えた期間保存すること。

ア～キ 略 ア～キ 略

(９) 不良な食品等の回収 (９) 不良な食品の回収

ア 不良な食品の製造又は販売があった場合

に、食品衛生上の危害の発生を防止するた

め、当該食品を迅速かつ適切に回収できるよ

う、回収に係る責任体制、具体的な回収の方

法及び総合事務所長又は食肉衛生検査所長

（鳥取県事務処理権限規則第６条第１項の規

定により知事の権限に属する事務の委任を受

けた鳥取県食肉衛生検査所条例（平成12年鳥

取県条例第16号）第１条の規定により設置さ

れた鳥取県食肉衛生検査所の長をいう。）へ

の報告の手順を定めること。

イ アの措置を行う際は、消費者への注意喚起

のため、当該食品の回収等に関する情報を公

表すること。

食品衛生上不良な食品等を製造し、又は販売

したことが判明したときに、食品衛生上の危害

の発生を防止するため、当該食品等を迅速かつ
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適切に回収できるよう、回収に係る責任体制、

具体的な回収の方法及び総合事務所長又は食肉

衛生検査所長（鳥取県事務処理権限規則第６条

第１項の規定により知事の権限に属する事務の

委任を受けた鳥取県食肉衛生検査所条例（平成

12年鳥取県条例第16号）第１条の規定により設

置された鳥取県食肉衛生検査所の長をいう。）

への報告の手順を定めること。

(10) 管理運営要領の作成 (10) 管理運営要領の作成

ア 施設及び食品等の取扱い等に係る衛生上の ア 施設及び食品の取扱い等に係る衛生上の管

管理運営要領を作成し、食品取扱者及び関係 理運営要領を作成し、食品取扱者及び関係者

者に周知徹底すること。 に周知徹底すること。

イ 略 イ 略

(11) 略 (11) 略

(12) 情報の提供

消費者に対し、販売食品等についての安全性

に関する情報提供を行うこと。

４ 略 ４ 略

５ 食品取扱施設における食品取扱者等に対する教 ５ 食品取扱施設における食品取扱者等に対する教

育訓練 育訓練

(１) 営業者（条例第３条第１項に規定する営業 (１) 営業者（条例第３条第２項に規定する営業

者をいう。）は、食品取扱者及び関係者に対 者をいう。）は、食品取扱者及び関係者に対

し、衛生教育を実施すること。 し、衛生教育を実施すること。

(２)～(４) 略 (２)～(４) 略

６ 略 ６ 略

様式第６号の２（第11条の３関係） 様式第６号の２（第11条の３関係）

食品衛生責任者設置（変更）届 食品衛生責任者設置（変更）届

職 氏 名 様 職 氏 名 様

食品衛生責任者を設置（変更）したので、鳥取県 食品衛生責任者を設置（変更）するので、鳥取県

食品衛生法施行細則第11条の３の規定により、下記 食品衛生法施行細則第11条の３の規定により、下記

のとおり届け出ます。 のとおり届け出ます。

年 月 日 年 月 日

届出者 郵便番号 届出者 郵便番号

住所（法人にあっては、主たる事 住所（法人にあっては、主たる事

務所の所在地） 務所の所在地）

氏名（法人にあっては、名称及び 氏名（法人にあっては、名称及び

代表者の氏名） 代表者の氏名）

平成22年３月30日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第33号
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記 記

施 設 所在地 施 設 名 称

名 称 所在地

許可番号

営業の種類 営業の種類

略 略

注 略 注 略

様式第７号（第12条関係） 様式第７号（第12条関係）

営業許可申請書（新規・継続） 略 営業許可申請書（新規・継続） 略

職 氏 名様 職 氏 名様

食品衛生法第52条第１項の規定により、下記のと 食品衛生法第52条第１項の規定により、下記のと

おり申請します。 おり申請します。

年 月 日 年 月 日

申請者 郵便番号 申請者 郵便番号

住所（法人にあっては、主たる事 住所（法人にあっては、主たる事

務所の所在地） 務所の所在地）

フリガナ

氏名（法人にあっては、名称及び 氏名（法人にあっては、名称及び

代表者の氏名） 代表者の氏名）

年 月 日生 年 月 日生

記 記

略 略

フリガナ

営業所の名称等 営業所の名称等

略 略

添付書類 略 添付書類 略

注 略 注 略

様式第９号（第12条の２関係） 様式第９号（第12条の２関係）

その１ 自動車用 その１ 自動車用

食品衛生法 食品衛生法

自動車営業許可済 自動車営業許可済

第 号

営業者氏名

営業所の名称等
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営業の種類 営業の種類

許 可 期 限 許 可 期 限

年 月 日まで 年 月 日まで

鳥取県 鳥取県

その２ 自動販売機用 その２ 自動販売機用

食品衛生法許可済 食品衛生法許可済

第 号 第 号

営業者氏名 営業者氏名

営業所の名称等

設置場所 設置場所

許 可 期 限 許 可 期 限

年 月 日まで 年 月 日 まで

鳥取県 鳥取県

機体番号 機体番号

様式第10号（第13条関係） 様式第10号（第13条関係）

営業許可証（許可標識）再交付 略 営業許可証（許可標識）再交付 略

（書換交付）申請書 （書換交付）申請書

職 氏 名様 職 氏 名様

下記の営業許可証（許可標識）の再交付（書換交 下記の営業許可証（許可標識）の再交付（書換交

付）を受けたいので、申請します。 付）を受けたいので、申請します。

年 月 日 年 月 日

申請者 郵便番号 申請者 郵便番号

住所（法人にあっては、主たる事 住所（法人にあっては、主たる事

務所の所在地） 務所の所在地）

氏名（法人にあっては、名称及び 氏名（法人にあっては、名称及び

代表者の氏名） 代表者の氏名）

記 記

許可番号 許可番号

営業所の名称等
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略 略

変更（再交付）の理由 変更の理由

添付書類 略 添付書類 略

様式第11号（第13条の２関係） 様式第11号（第13条の２条関係）

相続（合併・分割）による営業者の地位の承継届 相続（合併・分割）による営業者の地位の承継届

職 氏 名様 職 氏 名様

下記のとおり営業者の地位を承継したので、食品 下記のとおり営業者の地位を承継したので、食品

衛生法第53条第２項の規定により届け出ます。 衛生法第53条第２項の規定により届け出ます。

年 月 日 年 月 日

届出者 郵便番号 届出者 郵便番号

住所（法人にあっては、主たる事 住所（法人にあっては、主たる事

務所の所在地） 務所の所在地）

氏名（法人にあっては、名称及び 氏名（法人にあっては、名称及び

代表者の氏名） 代表者の氏名）

年 月 日生 年 月 日生

被相続人との続柄 被相続人との続柄

記 記

略 略

営業所所在地 営業所所在地

営業所の名称等

略 略

添付書類 略 添付書類 略

様式第12号（第14条関係） 様式第12号（第14条関係）

営業許可申請（営業者の地位の承継届出）事項 営業許可申請（営業者の地位の承継届出）事項

変更届 変更届

職 氏 名様 職 氏 名様

下記のとおり営業の許可の申請（営業者の地位の 下記のとおり営業の許可の申請（営業者の地位の

承継届出）事項の変更があったので、届け出ます。 承継届出）事項の変更があったので、届け出ます。

年 月 日 年 月 日

届出者 郵便番号 届出者 郵便番号

住所（法人にあっては、主たる事 住所（法人にあっては、主たる事

務所の所在地） 務所の所在地）
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氏名（法人にあっては、名称及び 氏名（法人にあっては、名称及び

代表者の氏名） 代表者の氏名）

記 記

許可番号

営業所所在地 営業所所在地

営業所の名称等

略 略

備考 略 備考 略

様式第13号（第15条関係） 様式第13号（第15条関係）

廃 業 届 廃 業 届

職 氏 名 様 職 氏 名 様

下記のとおり営業を廃止したので、届け出ます。 下記のとおり営業を廃止したので、届け出ます。

年 月 日 年 月 日

届出者 郵便番号 届出者 郵便番号

住所（法人にあっては、主たる事 住所（法人にあっては、主たる事

務所の所在地） 務所の所在地）

氏名（法人にあっては、名称及び 氏名（法人にあっては、名称及び

代表者の氏名） 代表者の氏名）

記 記

許可番号

営業所所在地 営業所所在地

営業所の名称等 営業所の名称、屋号又は商

号

略 略

添付書類 略 添付書類 略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成22年４月１日から施行する。ただし、第10条、第11条、第11条の２及び第11条の３の改正

規定並びに別表第２の改正規定（別表第２の３の(９)の改正規定（「食品」を「食品等」に改める部分を除

く。）を除く。）は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行前に改正前の鳥取県食品衛生法施行細則（以下「旧規則」という。）第11条の３の規定に基

づき食品衛生責任者に係る届出を行った法第52条第１項の許可を受けた者については、改正後の鳥取県食品衛

生法施行細則（以下「新規則」という。）第11条の３の規定は適用しない。

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定により交付されている許可標識は、新規則の規定により交付された許

可標識とみなす。
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